
 

１ 外国人県民の数  

〇 愛知県の外国人県民数は、新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に減少したもの

の、2023 年６月末時点では、東京都に次いで全国第２位の 297,248 人となっており、

過去最高を更新した。県総人口に占める割合は、約 4.0％となっている。 

〇 国籍別にみると、ブラジルが 61,006 人と最も多く、全国の約 29％のブラジル人が本

県に居住している。近年ではベトナムやインドネシアなど、アジア圏の割合が増加して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 外国人県民の在留資格 

〇 在留資格別の推移を見ると、「永住者」が一貫して増え続けている。 

〇 2023 年６月は、「特定技能」、「技術・人文知識・国際業務」、「技能実習」の増加が顕

著となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 在留資格を人数で見ると、「永住者」が最も多く、その他「定住者」、「特別永住者」、「日本人

の配偶者」といった「身分に基づく在留資格」が全体の 59.0％を占めており、長期にわたり就

労・居住する外国人県民が多い状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 日本語指導が必要な外国人児童生徒 

○ 本県の「日本語指導が必要な外国人児童生徒」の数は、第２位の神奈川県を大きく引き離し

て全国最多となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中長期的に見て、本県に就労・居住する外国人県民は、今後も増加することが見込まれる。 

愛知県の外国人県民の状況について 

出典：法務省「在留外国人統計」 

在留資格 人 数 割 合 

永住者 97,620 人 32.8% 

定住者 41,272 人 13.9% 

特別永住者 22,574 人 7.6% 

日本人の配偶者等 13,925 人 4.7% 

技能実習 33,443 人 11.3% 

技術・人文知識・国際業務 23,118 人 7.8% 

家族滞在 18,333 人 6.2% 

特定技能(1号・2号） 14,744 人 5.0% 

留学 14,025 人 4.7% 

特定活動 3,935 人 1.3% 

その他 14,259 人 4.8% 

◇在留資格別外国人県民数とその割合(2023 年６月末現在) 

永 住 者：永住許可を受けた者 
定 住 者：特別な事情を考慮し一定の在留期間の居住許可を受けた者（日系３世、定住者の配偶者等） 
特別永住者：第二次世界大戦の以前から日本に居住して日本国民として暮らしていた韓国・朝鮮人、台湾人との子孫 
特 定 活 動：ウクライナ避難民、難民認定申請者、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー 等 

出典：法務省「在留外国人統計」 

◇日本語指導が必要な外国人児童生徒数：上位５都府県（2021年５月１日現在) 

都道府県 小学校 中学校 高等学校等※ 合 計 

1 愛知県 7,169 人 2,826 人 754 人 10,749 人 

2 神奈川県 3,558 人 1,066 人 637 人 5,261 人 

3 東京都 2,582 人 947 人 254 人 3,783 人 

4 静岡県 2,053 人 797 人 786 人 3,639 人 

5 大阪府 1,749 人 958 人 460 人 3,167 人 

全 国 31,191 人 11,283 人 5,153 人 47,627 人 

出典：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（隔年実施）」 

出典：法務省「在留外国人統計」 

外国人県民数の推移 

資料３ 







 

 

あいち地域日本語教育推進センター（多文化共生推進室内に設置） 

センター長（多文化共生推進室長）、総括コーディネーター始め５名体制 

ＮＰＯ法人等 市町村・市町国際交流協会 

 

地域の日本語教室・外国人県民 

(公財)愛知県 
国際交流協会 

あいち地域日本語教育推進センターを中心とした 
日本語教育の推進に係る実施体制図 

 
 
 
 

 取組の普及 

 

日本語学習支援基金事業 

（ 愛 知 県 ・ 愛 知 県 国 際 交 流 協 会 ） 

あいち外国人の日本語教育推進会議（総合調整会議） 

（推進会議年２回・事前協議部会２回開催（予定））

施策提案 
助  言 
情報共有 

補 助 金 

調  査 
事業の実施 

支  援 支  援 

事業の

実施 

連 携 

支 援 

総括コーディネーター（2 名） 

地域日本語教育コーディネーター（10名程度） 

 

愛知県地域日本語教育の推進に関する基本的な方針 

2022 年 3 月策定 

相談・調整 

 リソース開発・ 

 モデル事業の実施 

地域における初期日本語教室実施事業 
 

・地域における初期日本語教室のモデル実施 

日 本 語 指 導 員 
育 成 事 業 

日本語ボランティア 

入門講座・スキルアップ 

講 座 の 開 催 

愛知県地域日本語 
教育推進補助金 

①子ども向け日本語教育 

②子育てサロン 

③初期日本語教育 

④実態調査 

⑤推進計画策定又は改訂 

⑥その他 

 市町村等への 

 財 政 支 援 

 
コーディネーター 
活 動 事 業 

 課 題 解 決 ・ 

 人材育成支援 
 連携・協働 

地 域 日 本 語 教 育 

ネットワーク会議 

 県民の理解促進等 

外国人県民による 
多文化共生日本語 
スピーチコンテスト 

外国人学校への調査等 

外 国 人 児 童 生 徒 

日本語教育支援補助金 

日本語教室の開催 

日本語教室及び日本語 

学 習 支 援 に 関 す る 

情報提供・情報発信 

補助 

支 援 

支  援 

オンライン日本語 
教 育 実 施 事 業 

地域における 初期 

日本語教室実施事業 
・カリキュラム検討 

地 域 に お け る 初 期 日 本 語 教 室 実 施 事 業  
・フォローアップ講座の実施 

地域日本語教育研修会の開催 

(１) (２) (３) (４) (５) (６)   

※(１)～(６)は、「愛知県地域日本語教育の推進に関する基本的な方針」における施策の方向性の柱 


